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第１特集

ス
会
計
基
準
は
会
計
表
示（
Ｐ
Ｌ
・
Ｂ
Ｓ
）

の
見
え
方
を
変
え
る
も
の
の
、
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
自
体
を
変
化
さ
せ
る
わ
け

で
は
な
い
。
そ
の
た
め
、
企
業
評
価（
と

り
わ
け
Ｄ
Ｃ
Ｆ
法
）に
与
え
る
影
響
は
相

対
的
に
大
き
く
な
い
ケ
ー
ス
が
多
い
。
一

方
で
、
財
務
Ｄ
Ｄ
は
限
ら
れ
た
期
間
・
予

算
の
な
か
で
実
施
さ
れ
る
こ
と
が
通
常
で

あ
り
、
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
を
厳
密
に

適
用
す
る
た
め
に
全
契
約
を
洗
い
出
し
、

リ
ー
ス
期
間
・
割
引
率
・
更
新
／
解
約
オ

プ
シ
ョ
ン
を
個
別
に
見
積
り
、
リ
ー
ス
負

債
・
使
用
権
資
産
を
精
緻
に
算
定
す
る
こ

と
は
、
実
務
上
必
ず
し
も
合
理
的
と
は
い

い
が
た
い
。

さ
ら
に
、
財
務
Ｄ
Ｄ
の
基
準
日（
た
と

え
ば
Ｘ
04
期
末
）と
買
収
後
の
会
計
処
理

時
点（
連
結
決
算
へ
の
取
込
み
時
点
等
）は

一
致
し
な
い
。
Ｄ
Ｄ
実
施
後
か
ら
買
収
ま

で
の
間
に
契
約
の
更
新
・
解
約
、
条
件
変

更
、
拠
点
の
増
減
が
発
生
し
得
る
た
め
、

Ｄ
Ｄ
段
階
で
精
緻
に
計
算
し
た
と
し
て

も
、
そ
の
後
に
再
計
算
が
必
要
と
な
る
可

能
性
が
高
い
。
し
た
が
っ
て
、
Ｄ
Ｄ
に
お

い
て
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
影
響
を
ど
こ

ま
で
算
定
す
る
か
は
、「
精
緻
な
計
算
」そ

の
も
の
を
目
的
化
す
る
の
で
は
な
く
、
買

収
判
断
と
買
収
後
対
応
に
必
要
な
情
報

を
、
限
ら
れ
た
制
約
条
件
の
な
か
で
合
理

的
に
取
得
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
決
め
る

べ
き
で
あ
る
。

実
務
上
の
現
実
解
と
し
て
は
、
ま
ず
支

払
デ
ー
タ（
賃
借
料
・
リ
ー
ス
料
・
利
用

料
等
）を
起
点
に
母
集
団
を
把
握
し
、
そ

の
う
ち
影
響
額
が
大
き
い
取
引
に
範
囲
を

絞
っ
て
深
掘
り
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
が
有
効

で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
①
賃
借
料
規
模

が
大
き
い
不
動
産
賃
借（
本
社
、
主
要
店

舗
・
主
要
倉
庫
等
）、②
契
約
期
間
が
長
く
、

更
新
・
解
約
判
断
が
負
債
額
に
大
き
く
影

響
す
る
契
約
、
③
変
動
条
項
が
大
き
く
将

来
支
払
額
の
不
確
実
性
が
高
い
契
約
、
④

リ
ー
ス
と
サ
ー
ビ
ス
の
区
分
が
難
し
く
判

断
が
割
れ
る
契
約
、
と
い
っ
た
評
価
・
Ｐ

Ｍ
Ｉ
へ
の
感
応
度
が
高
い
契
約
を
優
先
し

て
確
認
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
全
件
精
緻

化
は
行
わ
ず
と
も
、
実
態
純
資
産
や
正
常

収
益
力
分
析
に
必
要
な
範
囲
で
合
理
的
な

推
計
が
可
能
と
な
る
。

も
っ
と
も
、
買
収
後
を
見
据
え
て
精
緻

な
算
定
を
Ｄ
Ｄ
段
階
か
ら
実
施
し
、
そ
の

成
果
物
を
そ
の
ま
ま
新
リ
ー
ス
会
計
基
準

対
応（
台
帳
整
備
、
会
計
方
針
統
一
、
シ

ス
テ
ム
設
定
）へ
接
続
し
た
い
と
い
う
ニ
ー

ズ
も
あ
り
得
る
。
こ
の
場
合
、
Ｄ
Ｄ
の
目

的
が
単
な
る
評
価
補
助
に
と
ど
ま
ら
ず
、

買
収
後
の
実
務
実
装
に
踏
み
込
む
こ
と
に

な
る
た
め
、
Ｄ
Ｄ
依
頼
時
点
で「
新
リ
ー

ス
会
計
基
準
対
応
ま
で
見
据
え
た
精
緻
算

定
を
行
う
」旨
を
明
確
に
し
、必
要
な
資
料

（
契
約
原
本
、
更
新
履
歴
、
変
動
条
項
、

借
入
利
率
に
関
す
る
情
報
等
）の
準
備
と

工
数
見
積
り
を
事
前
に
財
務
Ｄ
Ｄ
を
依
頼

す
る
専
門
家
と
合
意
し
て
お
く
必
要
が
あ

る
。
精
緻
算
定
に
は
相
応
の
コ
ス
ト
が
発

生
す
る
が
、買
収
後
の
手
戻
り
を
抑
制
し
、

決
算
対
応
や
内
部
統
制
整
備
を
円
滑
に
進

め
る
効
果
が
期
待
で
き
る
た
め
、
案
件
の

特
性（
賃
借
料
比
率
の
高
さ
、
拠
点
数
の

多
さ
、
対
象
会
社
の
管
理
水
準
）に
応
じ

て
投
資
対
効
果
を
判
断
す
べ
き
で
あ
る
。

以
上
よ
り
、
Ｄ
Ｄ
に
お
け
る
新
リ
ー
ス

会
計
基
準
対
応
は
、
⒜
評
価
へ
の
影
響
の

大
き
さ
、
⒝
期
間
・
予
算
制
約
、
⒞
基
準

日
差
に
よ
る
再
計
算
不
可
避
性
、
⒟
全
件

精
緻
化
の
非
現
実
性
、
⒠
買
収
後
対
応
と

の
接
続
可
能
性
を
踏
ま
え
、「
重
要
取
引
に

絞
っ
た
合
理
的
な
深
掘
り
」を
基
本
線
と

し
つ
つ
、
必
要
に
応
じ
て
精
緻
算
定
の
範

囲
を
拡
張
す
る
と
い
う
設
計
が
望
ま
し
い

の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

Ｄ
Ｄ
時
の
事
業
理
解
が
必
要
不
可
欠

被
買
収
会
社
への
新
リ
ー
ス

会
計
基
準
導
入
の
留
意
点

第４章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
新
リ
ー
ス
会
計
基
準
導
入
は
Ｐ
Ｍ
Ｉ
に
お

け
る
重
要
課
題
で
あ
り
、業
務・シ
ス
テ

ム・内
部
統
制
を
含
め
た
初
期
設
計
の
水

準
が
、導
入
後
の
実
務
負
荷
と
品
質
を
左

右
す
る
。

●
リ
ー
ス
の
識
別
や
会
計
方
針
の
設
定
に

は
、Ｄ
Ｄ
で
得
ら
れ
た
事
業
理
解
を
適
切

に
接
続
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
り
、

形
式
的
な
対
応
は
事
業
実
態
と
の
不
整

合
が
生
じ
運
用
上
の
混
乱
を
招
く
。


